
令和6年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業（実施計画）
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住民税均等割非課税世帯給付金【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　3386世帯×70千円　　のうちR６計画分
事務費1885千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（3386世帯）

R5.12 R6.5 社会福祉課 54,665,000 54,665,000
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給付金・定額減税一体支援事業【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　659世帯×100千円、令和６年度非課税化世帯　281世帯×100千円、令和６年度
均等割のみ課税化世帯　181世帯×100千円、子ども加算　324人×50千円、定額減税を補足する給付の対象者
7317人　(168200千円）　　のうちR６計画分
事務費　5525千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　業務委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1121世帯）、定額減税を補足する給付の対象者数（7317人）

R6.3 R6.12
社会福祉課

税務課
177,025,000 177,025,000
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給付支援サービス活用事業【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うため、迅速かつ効率的な給付が可能となるような、給付支援サービ
スを導入する。
②デジタル庁が構築する給付支援サービスの導入・初期費用
③給付支援サービスの導入・初期費用　3300千円
④給付対象者、地方公共団体

R6.6 R6.12 税務課 3,300,000 3,300,000
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低所得世帯・不足額給付一体支援事業【物価高騰対策給付
金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　3000世帯×30千円、子ども加算　160人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　5000千円
事務費の内容　　[役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（3000世帯）

R7.2 R7.4以降 社会福祉課 98,200,000 98,200,000
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学校給食費緊急対策事業

①　コロナ禍の物価高騰により影響を受けた学校給食について、栄養バランスや量を保った安全安心かつ安定的な
学校給食を提供しつつ、保護者や学校給食会の負担を軽減するため、学校給食会に対し、給食に伴う物価高騰分の
補助を行う。
②　補助金（高騰した分の食材購入費（教職員分は除く））
③　補助金　50,000千円（学校給食年間食材費）×20％（物価高騰分）
　　　＝10,000千円
④　子育て世帯

R6.4.1 R7.3.31 学校教育課 10,000,000 8,000,000

12

R
5
補
正

推
奨
事
業

保育施設等給食費緊急対策事業

①　コロナ禍の物価高騰により影響を受けた保育施設等の給食について、栄養バランスや量を保った安全安心かつ
安定的な給食を提供しつつ、保護者や保育施設等の負担を軽減するため、保育施設等に対し、給食に伴う物価高騰
分の補助等を行う。
②　補助金、委託料（高騰した分の食材購入費（職員分は除く））
③　補助金　5,524人×900円＝4,882千円（民間保育所）
　　 委託料　2,047人×900円＝1,843千円（公設民営保育所）
④　子育て世帯

R6.4.1 R7.3.31 子育て支援課 6,725,000 4,000,000

349,915,000 345,190,000
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事業の概要（実施計画より）
①目的・効果
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